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社会保障 教  育
図₂　今日の教育・労働・社会保障の政策課題の位置づけ
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を明らかにすることを試みた。その結果、「教
育／学習活動」、「生活」、「経済活動」という社
会における人間の活動領域を想定すると、労
働を中心としながら、経済主体、社会保障、
教育がそれぞれの領域を担っており、経済主
体の後退によって、その空白部分や各活動領
域の間などに、新たな政策課題が生じている
ことが明らかとなった。
　今後の課題としては、このような社会保障
及び労働側の認識や政策動向に対して、教育
がどのような役割を担うべきかを議論する必
要がある。また、教育から社会保障や労働を
見た場合、どのような構図が描けるのかを確
認しておく必要もある。さらに政策的次元だ
けではなく、市民の育成や文化の継承など、
本稿で提出した構図とは別の次元から、教育
の役割を検討することも重要であり、これら
を今後の課題としたい。
注
１）「＜特集　教育・福祉・労働─ボーダーレス化
の中での教育学の役割＞」『教育学研究』第78巻
第2号、2011年６月、pp.113-173。
２）http://hamatorium.com/headlines/view/00024/00083
（横浜市子ども・若者支援協議会、第１回横浜・
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─」『教育学研究』第78巻第２号、2011年６月、p.117。
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かの現代』東京大学出版会、1999年、pp.17-26、
　４（1）②で整理した論点の４つの種類は、
図２における政策課題が生じている位置の違
いとして表わすことができる。４（1）アは、
図１では経済主体の楕円が覆っていた「教育
／学習活動」部分の上半分である。経済主体
の後退によって、自己啓発・能力開発という
労働政策の政策課題として認識され、労働政
策の対象領域が形成されている。４（1）イは、
社会保障あるいは教育から経済主体の提供す
る労働機会へアクセスする局面の問題である
ため、社会保障あるいは教育を表す点線の楕
円から、経済主体へ向かう矢印として表す。
４（1）ウは、労働の三角形が、「生活」及び「教
育／学習活動」と重なる部分における政策課
題を表す。４（1）エは、「教育／学習活動」、「生
活」、「経済活動」の間にある論点であり、四
角形の間にある直線の矢印として表わすこと
ができる。
　なお、教育と直接関連する論点ではなかっ
たため本稿では言及しなかったが、労働政策
において政策課題となっている「ワーク・ラ
イフ・バランス」は、「経済活動」、「生活」、「教
育／学習活動」にまたがる労働の三角形のバ
ランスの問題である。また、ＩＬＯなどで提
唱されている人間らしい適切な働き方を意味
する「ディーセント・ワーク」は、「経済活動」
と労働の三角形の重複領域が政策課題として
浮上したものと位置づけることができる。
₅　おわりに
　以上、本稿では、社会保障政策及び労働政
策において、教育に関連するテーマがどのよ
うに言及され、どのような政策課題が形成さ
れているのかを検討し、社会保障政策、労働
政策においてどのような構図が描かれ、そこ
に教育はどのように位置づけられているのか
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